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研究成果の概要（和文）： 

 再生可能エネルギーの需要と供給は、小規模な意思決定主体が広範囲に分散して進められる
とともに、国や地方自治体の規制下にも置かれることから、入れ子型自律分散意思決定システ
ムとして表現されることとなる。本研究では、自律分散エネルギー需給システムの制度設計手
法として、シミュレーション型モデルによるロバスト制度設計を提案し、タイ国における籾殻
利用を対象として、現地調査を実施、その利害関係者の意思決定構造を推定、シミュレーショ
ンモデルを構築、そして、現状の問題を解決するための制度を提案することにより、提案した
手法の有効性を示した。 
 
研究成果の概要（英文）： 
    Renewable energy supply and demand depends on the small-scales decision-makers 
distributed in wide area, and is also under the regulation by national and local 
governments.  Therefore, it can be represented as the nested decentralized 
decision-making systems.  In this study the robust design method is proposed for 
regulation design for autonomous decentralized energy system, and the method is applied 
to the rice-husk utilization system in Thailand. The ways of decision-making of 
stakeholders of rice-husk market have been identified through interview and questionnaire 
in Thailand, and the decision-makers’ models are developed based on the investigation 
results.  Through model simulations with several targets of regulation design the 
effectiveness of the proposed method is demonstrated. 
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１．研究開始当初の背景 
＜再生可能エネルギーと自律分散エネルギ
ーシステムとの関係＞ 

日本の採るべき中･長期的エネルギー政策
の目標の一つとして脱化石燃料が挙げられ
ている。そして、その実現のためには省エネ
ルギーと再生可能エネルギーの導入が不可
欠と考えられる。近年、世界の多くの国で、
太陽光発電、風力発電、バイオエネルギーな
どの再生可能エネルギー普及促進策が積極
的に進められている。バイオエタノール混合
ガソリン利用の義務化、再生可能エネルギー
による発電電力量の固定料金買取制度
（Feed-in Tariff、FIT）や発電会社に再生
可能エネルギーによる発電量の最低割合を
義 務 付 け る RPS(Renewable Portfolio 
Standard)制度など、多様な制度が考案、施
行されている。しかし、それらの各種制度の
有効性の判断については、国や地域の特殊性
を考慮しなければならない。 

再生可能エネルギーの特徴の一つとして、
エネルギーの空間分布密度の低い点が挙げ
られる。これは、再生可能エネルギーの利用
には大規模なプラントではなく、分散立地し
た小規模プラントの利用が必要であること
を示し、その設備建設には地理的に分散した
数多くの意思決定者が関わることが予想さ
れる。 

地理的に分布した多数のエネルギー供給
者、消費者が、適当な制度の下でエネルギー
需給に関わる独自の意思決定を行うシステ
ムは、自律分散的な意思決定主体の集合体の
一つと見なすことができる。これを以下では
「自律分散型エネルギー需給システム」と呼
ぶ。従来の中央集権的エネルギー需給システ
ム計画手法とは異なり、多様な意思決定者が
多数参入できるエネルギー需給システムの
挙動についての検討は未だ不十分である。 
＜入れ子型自律分散エネルギー需給システ
ムの問題点とロバスト制度設計＞ 
エネルギー需給に関わる意思決定の規模に
ついては、家庭の屋根の上の太陽光発電装置
に関わる比較的小規模のものから、地方自治
体における太陽光発電導入促進方策のよう
に地域的な広がりを持った大規模なものま
で様々である。そして、それらは地理的な包
含関係と他の意思決定間の相互影響の程度
により「入れ子構造」を形成する。すなわち、
ある地域での意思決定は、その地域を含む、
より広域の意思決定の影響を強く受けると
いうものである。例えば、家庭での太陽光発
電装置の購入は、その地域の規制（日照量を
確保するための建築規制など）、市町村、都
道府県の制度（例えば太陽光発電購入補助金
制度など）、国の制度（例えば系統連系要件

や発電量買取制度など）の影響の下で意思決
定される。また、市町村の意思決定は国の意
思決定の影響を受ける。 

そこで、入れ子型自律分散意思決定構造を
有する一つのエネルギー需給システムでの
制度設計を考える場合には、その内部に含ま
れる多様な意思決定者の行動（小規模な個々
の設備投資を実施する意思決定の内容とそ
れを取り囲む小地域内での制度設計）を考慮
しなければならない。そしてその際には、
個々の意思決定者のミクロ的な視点と、その
個々の意思決定が実施された後の全体シス
テムの挙動、すなわち、マクロ的な視点との
双方を考慮して、その地域内の制度を決定す
る必要がある。 

しかし、一般にマクロ的な視点の議論は、
対象を単純化した仮想的な状況に基づいた
ものであるのに対し、ミクロ的な意思決定は
個々に独自の評価基準、情報、制約に基づい
て自律的に実施される。この双方の視点を融
合させることが困難であるため、この視点の
ギャップが放置されたまま、制度の策定が行
われる場合が少なくない。過去の電力産業自
由化政策、バイオエタノールによる穀物価格
の高騰、太陽光発電導入支援策の急変などは、
このギャップによる問題が顕在化した例と
見ることができる。 
２．研究の目的 

以上の背景を踏まえて、本研究では、入れ
子型意思決定構造を持つエネルギー需給シ
ステムに対して再生可能エネルギー普及を
効果的に促進するための、マクロ的視点とミ
クロ的視点の双方を考慮した「ロバストな制
度」設計の枠組みとその設計のために必要と
なる設計手法の枠組みを提案し、具体的なエ
ネルギー需給システムに対して提案手法の
適用・検証することを目的とする。 
３．研究の方法 
＜研究計画の要旨＞ 
本研究では、再生可能エネルギー利用技術・
利用特性の調査、マクロ的視点からの各種制
度の候補の策定、受容困難な状況の想定、実
験経済結果に基づくミクロ的意思決定モデ
ルの同定、入れ子型自律分散意思決定システ
ムにおける各意思決定者間の相互影響の推
定、不確実性に対する意思決定者の反応のモ
デル化、そして、得られた入れ子型自律分散
エネルギー需給システムモデルを用いたシ
ミュレーション実験手法によるロバスト制
度設計手法の開発を行う。 

まず、再生可能エネルギーによる発電電力
量に対する制度比較を目的として、上記の一
連の手法を具体的に開発し、提案する手法の
有効性を確認する。 



そして、タイにおける複数種類のバイオマス
の有効利用を対象としたより複雑な構造を
持つ制度設計問題に拡張し、提案手法の適用
限界を探る。 
最終年度には、意思決定支援システムの開発
を通して、提案した手法の有効性を検証する。 

シミュレーション実験に基づいたエネル
ギー需給システムのロバスト制度設計手法
の概要を図１に示す。エネルギー需給システ
ムと意思決定環境の集合（ア）と利害関係者
の意思決定集合（イ）に対して、制度集合（ウ）
の要素（制度）の組合せ（エ）を与えること
により、エネルギー需給シミュレーションが
可能となる。そこで、予想可能なエネルギー
需給システムの環境と合理的な意思決定の
あらゆる組み合わせに対するシミュレーシ
ョン結果（オ）が常に許容可能となるような
制度を、ロバスト安定な特性を持つ望ましい
市場制度と判断する（カ）。そして、そのよ
うなロバストな制度を、シミュレーション実
験（オ）と理論分析（キ）とを併用して、候
補として考えられる制度集合から合成する
実用的方法論を構築する。 
（１） シミュレーション実験環境の整備 

本研究では、種々の意思決定アルゴリズム
獲得のために再生可能エネルギー設備投資
の実務担当者から意見を聴取し、その記録か
ら設備投資に関わるミクロ的意思決定アル
ゴリズムを抽出する。 
（２） マクロ的視点からみた受容困難な
状況の想定 

制度設計の目標を定め、エネルギー需給シ

ステム全体において受容可能な導入量の範
囲を想定する。これは、シミュレーション実
験の結果に応じて調整されるべき値である。 
（３） 実務担当者へのヒヤリング調査結
果に基づくミクロ的意思決定モデルの同定 
（１）のシステムを用いて、太陽電池導入促
進のための二種類の制度の下での投資に係
る意思決定の行動アルゴリズムの集合を作
成する。この段階では、専門家を含む数多く
の関係者の参加を得て、多様なアルゴリズム
集合を作成する。この集合には、合理的では
ない意思決定アルゴリズムも含まれる。 
（４） 入れ子型自律分散エネルギー需給
システムにおける各意思決定者間の相互影
響の構造の推定、不確実性に対する意思決定
者の反応のモデル化 

まず、複数意思決定者の意思決定行動を、
入れ子型自律分散エネルギー需給システム
としてその相互影響の構造を含めてモデル
化し、上記で得られた意思決定アルゴリズム
に各制度の詳細設計が及ぼす影響を定量化
する。そして、更に意思決定の際に考慮すべ
き不確実性やリスクに対する意思決定者の
反応を調査し、意思決定モデルに含める。こ
れにより、各意思決定者による各種リスクの
低減方策を制度設計の際に考慮することが
可能となる。 
（５） シミュレーション実験手法による
ロバスト制度設計 

上記で与えられた、意思決定アルゴリズム
集合、意思決定環境、不確実性などを所与と
して、受容できない結果に至ることのないよ

  

（ア）エネルギー需給システム、その意思決定環境と 

関連する不確実性等の集合 

（ウ）制度集合 

（イ）意思決定アルゴリズムの集合 

（エネルギー供給者、消費者等） 
（オ）シミュレーション実験 

（エ）制度の設定 

実験経済 

（カ）ロバスト性評価 
No 

制度決定 

Yes 

図１ シミュレーション実験に基づくロバスト制度設計の流れ図 

（キ）理論分析 



うに制度の詳細設計を行うロバスト制度設
計の方法論を確立する。そして、その二種類
の制度の費用対効果を分析することにより
制度の有効性の比較を行う。 
 
４．研究成果 
(1)  シミュレーション実験環境によるロバ

スト設計手法を確立した。具体的には、
想定される最悪の状況を再現し、その状
況を回避するための制度を考案する手
順を明らかにした。 

(2)  タイ国の籾殻の市場価格の高騰問題に
着目し（図２）、その問題解決に向けた
制度設計を問題として取り上げること
とした。そして、籾殻取引の関係者に、
インタビュー調査を実施し、その考え方、
取引に関する意思決定構造を抽象し、モ
デル化した（例：図３）。 

(3)  そして、国及び地方自治体の種々の制度
の下でのシミュレーションにより、制度
評価を可能とし、受容できない結果を避
けることのできるロバスト制度設計に
適用可能であることを示した（図４）。 

(4)  現在、上記の内容を整理し、学会誌に論
文投稿中である。 
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図３ シミュレーションのフロー図 

図４ シミュレーション結果例 
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